
総務省が推進する宇宙関連技術と実証

◇ 無線通信

◇ 衛星光通信

◇ 衛星量子暗号通信

◇ 宇宙環境観測技術

◇ テラヘルツセンシング

衛星開発・実証小委員会
令 和 3 年 3 月 9 日
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技術試験衛星９号機（ETS-9）に関する研究開発の概要
 宇宙基本計画工程表において令和５年度目処に打上げとされている技術試験衛星９号機に搭載

するため、令和元年度まで２件の研究開発を実施。（下図①、②）
 次世代ハイスループット衛星のための技術の実現に向けて、衛星が持つリソースを最適に配分す

るための制御技術及び、5G・IoT等の地上システムとの連携のための技術について、新たな研究
開発を令和２年度から実施中。（下図③）

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
(2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) 以降

開発段階

【総務省・文科省】
運用・実証実験段階

【文科省・JAXA】
衛星本体の技術に関する開発

打上げ打上げ

開
発
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

①ニーズに合わせて通信容量や利用地域を柔軟に変更可能な
ハイスループット衛星通信システム技術の研究開発

【総務省・NICT】
衛星に搭載する通信機器の開発

【総務省・文科省】
衛星インテグレーション・試験

②Ｋａ帯広帯域デジタルビームフォーミング機能
による周波数利用高効率化技術の研究開発

③多様なユースケースに対応するためのKa帯衛星の制御に関する研究開発

周波数東京 大阪 青森 ・・・

帯域不足 帯域余剰

周波数東京 大阪 青森

ﾋﾞｰﾑ毎の帯域最適配置

広く

狭く

①周波数幅を柔軟に変更（デジタルチャネライザ）
【H28～R1】

②ビーム配置を柔軟に変更
（デジタルビームフォーミング）

【H29～R1】

③各種データ解析結果をもとに、衛星が持つ
リソースを最適に配分
【R2～R6、令和３年度予算案：114.3億円の内数】

不要地域
への電力
照射停止

新規ユーザに
対応

被干渉局 1



衛星用の通信フルデジタル化技術開発

背景・必要性

○迅速かつ効率的な技術獲得を実現するため、開発中のETS‐9へ
の追加搭載を前提としてプロジェクトを進めること。

留意点

プロジェクト番号︓R2-01

各省の役割

事業の内容

主担当庁︓⽂部科学省
連携省庁︓総務省
（事業期間3年程度）令和2年度配分額︓⽂部科学省 30億円

○近年、欧米の企業により、通信周波数や通信領域を打上げ後に
フレキシブルに変更でき、従来よりも大幅に高速・大容量通信が
可能なフルデジタル通信ペイロードを搭載した通信衛星の開発
が急速に進展。

〇これらの技術は、通信衛星に留まらない汎用技術として様々な
衛星への適用が可能であり、これまで困難であった打ち上げ後
の柔軟な機能変更等を可能とするほか、デジタル化に伴う小
型・軽量化等を実現する上でも枢要な技術。

〇このため、我が国が通信衛星に限らず国際競争力を確保してい
く上で、海外衛星に対して通信速度当たりの価格での競争力を
獲得する大容量通信を可能とするフルデジタルペイロードの開
発・実証を進めることが急務。文部科学省・総務省の連携により、
技術試験衛星9号機（ETS‐9）の開発・実証機会を活用した取組を
進めることが必要。

○ 文部科学省：バス及び
フルデジタル化技術開発（地上除く）

○ 総務省：通信ミッション及び
フルデジタル化技術開発（地上部分）

○受信部、信号処理部、送信部の全てをデジタル化した大容量の
フルデジタル通信ペイロードを開発する。

○受信部は、構成する複数の機器(アンテナ・増幅器など)を一体化

することで効率化、小型軽量化を図る。信号処理部は、大容量
化・容量配分のフレキシブル化のため、高性能プロセッサや高
速データ通信デバイス等を新規に採用した信号処理回路を開
発する。送信部については、送信地域のフレキシブル化のため、
増幅器を用いて複数のビームを形成するアンテナなどデジタル
化のための新規開発を行う。

○これらの技術を開発・実証することで、通信サービスのフレキシ
ビリティを備え、通信速度当たりの価格での競争力を獲得する
大容量通信が可能な次世代静止通信衛星を時期を逸すること
なく実現し、通信衛星市場における静止通信衛星の国際競争力
の確保を目指すとともに、観測衛星等に幅広く適用可能なフル
デジタルペイロードに関する基盤技術を獲得する。

技術試験衛星9号機

＜出典：内閣府資料＞ 2



光フィーダリンクに関する研究開発 ～超高速先進光通信機器（HICALI）の開発～

NICTにおいて、世界最高レベルの10Gbps級地上-衛星間光データ伝送を可能とする超高速光通信
システムを研究開発し、光フィーダリンクの基礎技術を確立するため、技術試験衛星９号機（ETS-IX）
により宇宙実証を目指す。先進的な主要光通信デバイスについては、宇宙環境耐性・信頼性を確保
するスクリーニングプロセスを確立し、先行した宇宙実証で国際競争力を有した市場展開を目指す。

NICT光地上局

大気ゆらぎ

技術試験衛星９号機（ETS-IX）

地上－衛星間光データ伝送
(光フィーダリンク）

10Gbps級 ユーザ回線（RF）
スクリーニング
プロセスの確立
/耐環境性評価

衛星搭載光通信機器

地上光通信デバイス

光送受信部光アンテナ部

HICALI: HIgh speed Communication with Advanced Laser Instrument
3



NICTにおける光衛星通信の研究開発

1990 2000

GEO

LEO

GND

1980

GMS-2

アルゴンレーザ
伝送実験

NICT光地上局

GMS-4

アルゴンレーザ
伝送と光学観測

ETS-VI
LCE

OICETS

世界初GEO-LEO
双方向光通信実証

LUCE

世界初LEO-GND
光通信実証

MOS-1b

GMS-3

アルゴン＋CO2レーザ
同時伝送実験

あじさい

YAGレーザで
レンジング実験

ARTEMIS 
OPALE (ESA)

SPOT4
PASTEL
(ESA)

2010

SOCRATES
SOTA(NICT)

世界初超小型衛星
との光通信実証

世界初
GEO-GND
光通信実証

ETS-9
HICALI(NICT)

世界初10Gbps
級GEO-GND
光通信実証
（2023-）

RISESAT
VSOTA(NICT)

（参考）
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衛星量子暗号技術の研究開発

 世界的な人工衛星等の産業利用に向けた活動の活発化による衛星利用の需要拡大に対応する
ため、また、衛星通信に対する脅威となりつつあるサイバー攻撃を防ぎ、安全な衛星通信ネット
ワークの構築を可能とするため、高秘匿な衛星通信に資する技術の研究開発を実施。

 また、現代暗号の安全性の破綻が懸念されている量子コンピュータ時代において、国家間や国内
重要機関間の機密情報のやりとりを安全に実行可能とするため、グローバル規模での量子暗号通
信網の実現に向けた衛星量子暗号技術の研究開発を実施。

①衛星通信における量子暗号技術の研究開発
【H30～R4、令和３年度予算案：5.0億円】

②グローバル量子暗号通信網構築のための衛星量子暗号
技術の研究開発 【R3～R7、令和３年度予算案：15.0億円】

5



ひまわりの高機能化技術開発
～宇宙環境観測機能と気象観測機能の同時搭載～

プロジェクト番号︓R2-05

主担当庁︓気象庁・総務省
（事業期間３年程度）令和2年度配分額︓気象庁 １．３億円、総務省 １．２億円

背景・必要性

留意点
各省の役割

事業の内容

静止軌道から
地球の天気
宇宙の天気
を同時に観測

地球の天気
（雲の様子等）
を観測

宇宙の天気（太陽フレ
ア由来の高エネルギー
粒子等）を監視

宇宙環境は将来的な
人類の月面活動にも
大きく影響

○静止軌道からの宇宙環境観測技術と気象観測技術に係る調
査研究を実施

 静止軌道からの宇宙環境観測を実現する新たな観測セン
サ技術の開発を実施

 静止衛星への宇宙環境観測機能と気象観測機能の同時
搭載に関する技術調査を実施

○気象庁と総務省が連携して、ひまわり８号・９号の後継機によ
る“地球の天気”と“宇宙の天気”の高機能同時監視の実現を
目指す

○気象庁：ひまわりでの同時搭載性に関する技術調査

○総務省：静止衛星での宇宙環境観測技術の開発
○後継ひまわりへの同時搭載及び令和10年度（2028年度）の打ち

上げに向け、着実に技術開発を実施

○宇宙状況把握や衛星の運用、地上での通信・放送、衛星測位等
の安定的な利用には、太陽活動、電離圏、磁気圏の状況に関す
るより精度の高い宇宙天気予報が重要。

○気象データは防災、交通、産業等の多様な分野での活用が進め
られているが、他データと連携した高度な分析を促進させるため
には、より精度が高い気象観測・予測データが重要。

○宇宙天気予報や気象予測の精度向上には、宇宙空間での宇宙
環境観測データやアジア太平洋地域の気象データを常時取得・解
析することが極めて有効。

○静止軌道位置は限られた資源であり、日本を常時監視するため
に最も適した位置（東経140.7度の赤道上空）にあるひまわりを活
用し、宇宙環境観測を担当する総務省と、気象観測を担当する気
象庁が、連携して検討を進めることが必要。

宇宙環境は衛
星の開発・運
用や地上での
通信・放送、
衛星測位にも
大きく影響

＜出典：内閣府資料＞ 6



近年の衛星通信の⾼度化、活発化への対応の必要性、関係企業・機関等の拡がり、今後の地上と
宇宙をシームレスにつなぐ⾼度な情報通信ネットワークの実現への期待などを踏まえ、衛星通信技術に
関連する企業・機関、ユーザー企業等で構成し、総合的に議論、連携するコミュニティとして「スペース
ICT推進フォーラム」を令和２年７⽉１⽇に設⽴。

（１） 構成

宇宙関係機関、衛星メーカー、機器メーカー、ベンチャー企業、衛星通信事業者、地上系通信関係企業、大学、
宇宙関係団体、ユーザー企業、異業種企業

（２） 会長、副会長

会長： 中須賀 東大教授、 副会長： 門脇 NICT理事、 張替 JAXA理事

（３） 活動内容

・最新技術動向に関する情報交換、意見交換、異分野連携の促進
・国際標準化に関する課題検討、技術開発の方向性・戦略、研究・実証計画に関する検討、提案
・利活用の促進、市場獲得戦略に関する検討、提案、相互連携の促進、海外関係機関との交流 など

＜総会＞

衛星光通信技術
分科会（主査：NICT豊島室長）

衛星5G/Beyond 5G連携技術
分科会（主査：中尾東大教授）

＜運営委員会＞
会長、副会長、各分科会主査

事務局
NICT、JAXA

【コアメンバー会議】
各分科会主査・副主査、

＜役員会＞
会長、副会長

スペースICT推進フォーラム

7＜出典：https://spif.nict.go.jp/index.html＞



スペースICT推進フォーラム

●目標
日本の競争力強化に資する、新たな光通信を用いた技術開発・試験・運用体制の民間主導

サービスの創出への貢献とし、フォーラムを通して光通信の研究、開発、利用体制を構築。
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衛星光通信技術分科会

光通信技術分科会のイメージ ＜出典：スペースICT推進フォーラム＞



スペースICT推進フォーラム

●目標
衛星を手軽に利用でき、すぐに試行できる実証環境を整備し、ユーザーの参加を得て

新たなサービス・ユースケースの実現につながる実証実験を実施。

9

5G/Beyond 5G連携技術分科会

5G/Beyond 5G連携技術分科会のイメージ ＜出典：スペースICT推進フォーラム＞



産業・社会活動の基盤としてのBeyond 5G

１G ２G ３G ４G ５G Beyond 5G（６G）
導⼊時期 1979年1993年2001年 2010年 2020年 2030年〜

主な機能

利⽤形態

位置付け

⾃動⾞
電話 フィーチャーフォン スマートフォン

⾳声のみ データ通信
（〜28.8kbps）

ネット利⽤
（〜14Mbps）

ネット常時接続
（〜1Gbps）

⾼速・⼤容量
（〜10Gbps）

低遅延
（1ミリ秒程度）

多数同時接続
（100万台/㎢の接続機器数）

拡張性

超低消費
電⼒

超安全・
信頼性

超⾼速・
⼤容量

超多数同
時接続

5Gの更なる
⾼度化

持続可能で新たな
価値の創造

⾃律性

• 5Gの10倍
（アクセス速度）
• 現在の100倍
（コア通信速度）

• 5Gの
1/10の遅
延

• 5Gの10倍の
接続数

• 現在の
1/100の
電⼒消費

• セキュリティの
常時確保

• 災害や障害から
の瞬時復旧

• ゼロタッチで機器
が⾃律的に連携

•機器の相互連携による
あらゆる場所での通信

超低遅延

スマートフォン・ウェラブル端末・⾃動⾞・家電・センサ・・・・

コミュニケーション⼿段
⽣活の基盤

あらゆる産業・社会活動の基盤
（Society 5.0の世界）

電話 メール カメラ
動画、電⼦決済、SNS

 移動通信システムは、世代を重ねる中で、通信基盤から⽣活基盤へと進化。
 Beyond 5Gは、「Society 5.0」を⽀える「フィジカル空間とサイバー空間の⼀体化」の実現に必要な次世代の

通信インフラであり、2030年代のあらゆる産業・社会活動の基盤になると想定。

（参考）
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Beyond 5G

5Gの特徴的機能の更なる⾼度化

⾼速・⼤容量 低遅延 多数同時接続

5G
持続可能で新たな価値の創造に

資する機能の付加

「Beyond 5G機能実現型プログラム」の研究開発課題候補リスト（第１版）

超⾼速・⼤容量化を実現する技術
（次世代光ファイバ、テラヘルツ波等）

・次世代モバイルエッジコンピューティング基盤技術
・次世代光ファイバ伝送技術
・光ネットワークの超大容量化技術
・アナログ／デジタル協調技術
・高周波帯を用いた高速大容量通信を実現する電力増幅
技術

・テラヘルツ波関連技術

（デバイス技術、送受信システム技術、無線伝送のための
システムLSI技術、小型軽量送受信機の開発）

等

⾃律性を実現する技術
(仮想化、オープン化等)

・ネットワークの自律・分散・協調型制御技術
・プログラマブルフォトニックネットワーク技術
・ソフトウェア化／仮想化、オープン化／ディスアグリゲーショ
ン技術（機器・サービス構成の柔軟化）

等

超低遅延を実現する技術
(時空間同期、伝送メディア変換等)

・ネットワーク内コンピューティングの迅速化技術（区
間毎の遅延配分最適化等）

・伝送メディア（光・電波）変換技術
・高精度時空間同期基盤技術（端末間、エッジ、基
地局等）

等

拡張性を実現する技術
(衛星・HAPS利⽤、AI、ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ等)

・統合型モビリティ運用技術（衛星、高高度、空中、地上）
・音響・光融合技術（水中通信）
・衛星・光融合技術（衛星通信）
・リモートセンシング
・ブレインマシンインターフェース
・社会知活用型音声対話技術
・行動変容（レコメンデーション）技術
・超臨場感技術
・ロボティクス

等

超安全・信頼性を実現する技術
(量⼦ICT、セキュリティ技術等)

・量子暗号通信（地上、衛星）
・災害影響・予兆情報と対応したネットワーク制御技術
・エマージング技術に対応したネットワークセキュリティ技術等
・超巨大・超高速データセキュリティ技術

等

超低消費電⼒を実現する技術
（光電融合、ナノハイブリッド基盤等）

・高集積・ヘテロジニアス光電子融合技術
・ナノハイブリッド基盤技術
・脳型AI（脳情報通信技術）
・高機能低消費電力デバイス

等

超多数同時接続を実現する技術
(アンテナ⾼度化等)

・移動体搭載デバイス間超高周波通信デバイス開発・
プロトコル開発

・mMIMO技術の高度化
等
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